
国家公務員共済組合連合会　財形経理
民間企業仮定貸借対照表

平成30年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 91,684,587
一年内回収予定長期貸付金 880,483,000

　流動資産合計 972,167,587
Ⅱ　投資その他の資産

長期貸付金 5,358,777,000
　投資その他の資産合計 5,358,777,000

　　　　　　資産合計 6,330,944,587
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払費用 4,134,349
一年内返済予定長期借入金 880,483,000

　流動負債合計 884,617,349
Ⅱ　固定負債

長期借入金 5,442,771,000
　固定負債合計 5,442,771,000

　　　　　　負債合計 6,327,388,349
（純資産の部）
Ⅰ　剰余金
　 利益剰余金

積立金 3,556,535
当期利益金 △ 297 3,556,238
　剰余金合計 3,556,238

　　　　　　純資産合計 3,556,238
　　　　　　負債純資産合計 6,330,944,587

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　財形経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 （単位：円）

経常収益

貸付金利息 52,218,999

　経常収益合計 52,218,999

経常費用

支払利息 52,219,296

　経常費用合計 52,219,296

経常利益 △ 297

当期利益金 △ 297

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　財形経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 △ 297

受取利息及び受取配当金 △ 52,218,999

支払利息 52,219,296

小計 0

利息及び配当の受取額 52,218,999

利息の支払額 △ 48,084,947

　業務活動によるキャッシュ・フロー 4,134,052

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付による支出 △ 625,440,000

貸付金の回収による収入 973,793,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー 348,353,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 625,440,000

長期借入金の返済による支出 △ 889,799,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 264,359,000

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 88,128,052

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 3,556,535

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 91,684,587

科目



重要な会計方針等 財形経理

１．その他の重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。

２．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

資金運用については、持家財形融資制度に基づく各共済組合への貸付金である

ため、借入金は、固定金利となっております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

平成 30 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。

（単位：円）

 民間企業仮定

貸借対照表計上額
時価 差額

長期貸付金

長期借入金

6,239,260,000

 (6,323,254,000)

6,281,102,837

(6,362,334,790)

41,842,837

(39,080,790)

（＊）負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。

（注）金融商品の時価の算定方法

長期貸付金（一年内回収予定の長期貸付金を含む）

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

長期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。



３．キャッシュ・フロー計算書に関する事項

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 現金・預金 ････････････････････････････ 91,684,587円

      現金及び現金同等物 91,684,587円

４．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象

該当事項はありません。

５．重要な会計方針の変更

該当事項はありません。


